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本事業の実施事項

目的の達成に向けたタスク（実施事項）は、以下の通りである。

1.本事業の実施背景と目的

SX銘柄評価委員会の設置・運営1

► 有識者等（10名程度）を委員とする銘柄評価委員会を設置し、1
～2回程度運営する

✓ 委員に対する委嘱手続を実施する（委員の選定は貴省にて実
施することを想定）

✓ 同委員会の設置に先立ち、委員長や委員への事前説明を行
うとともに、議事録を作成する

► 貴省担当者とご相談の上、同委員会の役割を決定する
✓ SX銘柄選定に係る全体プロセスの決定
✓ 応募書類案・選定基準案・配点案等の公募銘柄選定に必要な
内容の決定 等

► 委員会の開催、運営及びフォローアップの支援を実施する

► 委員の旅費・日当・謝金、委員会開催に係る印刷費等を処理する

応募書類案・選定基準案・配点案の作成2

► 国内外企業のSX好事例（5社程度）の机上調査を実施する

► SX銘柄における、応募書類案・選定基準案・配点案を作成する
（選定基準案・配点案の概要は、一次的に貴省にて発案予定）
✓ 配点案について、選定基準案の内、SX銘柄とするにあたって
優先度の高い項目を特定する

調査報告書の作成3

► 応募書類案・選定基準案・配点案の策定に当たって調査・検討を行った事項等を取りまとめ、調査報告書を作成する
► 調査報告書の記載内容（図表含む）に関する提供元からの承諾獲得や著作権処理について措置する
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エグゼクティブサマリー

2.エクゼクティブサマリー

海外におけるSX
好事例企業の調
査について

• 海外におけるSX好事例7社を調査した結果、下記の傾向が見られた

• 事業会社の主なSXの取組は、事業構造改革やサプライチェーン改革であることが確認された

• 金融機関は投融資を通じて間接的に事業会社の経営に影響を与えることから、金融機関の主なSXの取組
は、投融資先企業のSX支援であることが確認された

ケーススタディー
について

• SX推進企業の共通項目は、サスティナビリティをビジネスオポチュニティと捉え、稼ぐ力と社会課題解決が融合して
いることが挙げられる

• SXの取組が十分でない企業の課題としては、長期戦略が策定されていない、投資家から見てネガティブな特徴が
ガバナンスや指標に見られる、及び価値協創ガイダンスに即した取組の開示や投資家との対話が確認できないこ
とが挙げられる

国内外株価指数
の調査について

• 国内外の代表的な株価指数及びESG指数を調査した結果、下記の傾向が見られた

• 株価指数には時価総額加重平均型指数及び株価平均型指数があり、時価総額及び流動性等の基準により
構成銘柄を選定している

• 各ESG指数は親指数に基づいて開発される。独自のスクリーニング基準により一部銘柄が除外され、ESG
データプロバイダーが提供するデータや各社のスコアに基づき、ウェイト調整がされている

• ESG指数には、ESG総合指数や特定のテーマ（環境指数、ジェンダーダイバーシティ指数等）の指数等があ
る
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SX調査対象企業の選定理由（1/2)

3. 海外におけるSX好事例企業の事例調査について

会社名
（正式名称）

国名
セクター
名

選定
結果

選定理由

（参考)
Global 100 

Index選定企
業（2022年）

（参考）直近
PER・PBR

（業界平均
PER・PBR）

1 BP p.l.c. 英国
エネル
ギー

〇

従来の主力事業である石油・ガスから低炭素エネ
ルギー、再エネへの移行、またEVスタンド事業の
強化等、未来の社会的ニーズを汲みポートフォリ
オ変革を行う事例。

×
13.9/1.4
（8.3/2.9）

2 Tesla, Inc. 米国
一般消費
財・サー
ビス

〇

EV販売や脱炭素エネルギー提供による持続可能
エネルギーへの移行、人工知能による労働力不
足問題解消、サプライチェーン改革による人権問
題対処等様々なサステナビリティ課題をとらえ、
事業活動につなげて変革を続けている事例。

〇
68.0/12.4
（15.4/5.5）

3
General 
Electric 

Company
米国

資本財・
サービス

〇

今後のサステナ課題への対応や長期的な価値創
造のために、アビエーション、エネルギー、ヘルス
ケアの3ビジネスに特化した3つの上場企業を設
立する分社化計画を推進している事例。

×
18.1/2.0
（12.5/5.4）

4 Apple, Inc. 米国 情報技術 ○

製品のサーキュラー化やカーボンニュートラル、
またサプライチェーンにおける人権問題や多様な
人的資本の活用に取り組んでおり、サプライ
チェーン改革の観点から変革を推進している事例。

○
20.8/41.4
（13.6/6.0）

5 Ørsted A/S
デンマー
ク

公益 〇
欧州内で最も石炭を使用する電力会社から再生
可能エネルギーの大手へ変革を成し遂げ、その
変革を継続していく事例。

〇
25.7/3.2
（8.5/2.6）

（出典）：SPEEDAのデータに基づき、EYにて作成
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SX調査対象企業の選定理由（2/2)

3. 海外におけるSX好事例企業の事例調査について

会社名

（正式名称）
国名

セクター
名

選定

結果
選定理由

（参考)
Global 100 

Index選定企
業（2022年）

（参考）直近
PER・PBR
（業界平均

PER・PBR）

6
Unilever 

PLC
英国

生活
必需品

〇

サステナビリティ経営を行う代表的企業。収益性
やサステナビリティ改善のため重点事業5部門を
各社内グループとする組織改革を行った。ブラン
ド戦略を通じ、バリューチェーン上で排出削減、環
境負荷軽減のための取組（原料調達の見直し等）
を行う。

〇
19.8/7.0
（14.0/5.2）

7
ABN AMRO 
Bank N.V.

オランダ 金融 〇

すべてのステークホルダーに対するインパクトを
マネジメントすることで社会にとっての価値を的確
に捉えるとともに、投融資先等へのサポートも行
いながら共に変革を押し進めている事例。

×
9.6/0.5
（5.1/0.4）

（出典）：SPEEDAのデータに基づき、EYにて作成
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「プレシジョンヘルス」を推進する

• 診断や治療の個別化を推進するプ
レシジョンヘルスの実現を掲げ、テク
ノロジーやシステムに注力する

「エネルギー転換」をリードする

• よりサステナブルかつ安価で、信頼性
の高い、安全な発電ソリューションを担
うためのポジションを確立する

「新しい空の旅」の未来を切り開く

• 民間部門と軍事部門の両分野で確固た
る立場を確立し、持続可能なテクノロ
ジーでリーダーシップを発揮する

General Electric Company (GE)

3. 海外におけるSX好事例企業の事例調査について

パーパス：Building a world that works（ワークする世界を作る）

長期的な成長と価値創造を目指し、コングロマリットから複数の専業企業へ

• 将来の課題を特定したうえ、アビエーション、エネルギー、ヘルスケアを重要かつ成長が著しい事業分野を3つの分野として定め、現在の
4事業（アビエーション、ヘルスケア、再生可能エネルギー、電力）を3ビジネスに集約し、各ビジネスに特化した3つの上場企業を設立す
る。2024年年初を目処に分社化計画を完了する

• 3社それぞれがグローバルに業界をリードする企業となり、サステナブルで収益性の高い長期的な成長を実現し、すべてのステークホル

ダーにより高い価値をもたらすことを可能にする。各ビジネスとも、さらにフォーカスを絞り、責任を持つとともに、お客様のニーズに迅速
に対応するアジリティを備えた存在となる

• サステナビリティはGEの中核であり、GEのビ

ジネス戦略は将来の挑戦課題に基づくもの
であり、より広い範囲で持続可能な発展目標
に貢献するものである

将来の挑戦課題 中長期戦略（目指す姿）

気候変動
• GHG排出量削減
• 脱炭素化

健康

• 手ごろな価格で
容易にアクセス
できるヘルスケア

• 高精度かつ的確
なヘルスケア

バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
ト

具体的なプロジェクト：
• 燃料消費量とCO2排出量を20%削減

する次世代エンジンの高度な技術を実
証するプログラム「RISE」

• ハイブリッドフライトを可能にする技術
の研究開発

具体的なプロジェクト：
• 小型モジュール原子炉（SMR）への投
資

• 水素専焼ガスタービンの商用化向け
る研究開発

具体的なプロジェクト：

• エジソン・デジタル・ヘルス・プラット
フォームの開発

• 気候変動等のサステナ課題を踏まえ、アビエーション、エネルギー、ヘルスケアを長期的な価値創造の三本柱とし、大胆な分社化計画を推進している。分社後、各社はサステナビリティを
中核とし、それぞれの領域でリーン方式やイノベーションを貫き、企業の持続的な成長を成し遂げるとともに、社会の長期的な価値を提供する

• 各社の目指す姿を実現するために、イノベーション戦略、ステークホルダー戦略等を含む実行戦略やガバナンス体制を構築している。財務目標及びサステナビリティ目標を設定し、定期的
に分析・レビューしている

課題①：よりス
マートでサステ
ナブルかつ効
率的なフライト

課題②：脱炭素
化を推進する
エネルギー・ト
ランジション

課題③：診断や
治療の個別化
を推進するプレ
シジョンヘルス

アビエーション事業 再生可能エネルギー事業 電力事業 ヘルスケア事業

（出典）：GE社の会社概要、分社化計画、アニュアルレポート、サステナビリティレポート、GEレポート・ジャパン、ホームページよりEY作成





















        

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワーク

であり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に

独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証

有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個人情報の取

得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利に

ついては、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令

により禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYについて

詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY新日本有限責任監査法人について

EY新日本有限責任監査法人は、EYの日本におけるメンバーファームであり、監査

及び保証業務を中心に、アドバイザリーサービス等を提供しています。詳しくは

ey.com/ja_jp/people/ey-shinnihon-llc をご覧ください。
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本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会計、税務及びその他の専門的

なアドバイスを行うものではありません。EY新日本有限責任監査法人及び他のEYメンバーファー

ムは、皆様が本書を利用したことにより被ったいかなる損害についても、一切の責任を負いませ

ん。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相談ください。

ey.com/ja_jp

EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world～より良い社会の構築

を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライアント、

人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本市場にお

ける信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの

実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革及び事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務及びト

ランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な問

題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、新

たな解決策を導きます。


